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おわりに
はじめに
　2013 年 2 月、台北日本語授業校に対して日本政府から支援校認定許可が下りた。台北日本
語授業校とは、主に台湾に住む日台結婚家庭の子女に日本語を学ぶ場所を提供する非営利組織
である。幼児から中学生まで 90 名にも上る国際児への日本語学習が公的認可を得て組織的に
行われているケースは、中国、韓国 1)など近隣の国においてもほとんど見られないという。また、
それに先立ち、2011 年 6 月には台湾各地で継承日本語を教えている組織の集体として台湾継
承日本語ネットワークが発足している。
　戦後、日本語が排除され、国語教育が徹底されるという経緯を持つ台湾において、日本語を
継承言語として残そうという意識が育ち、それらを社会が受け入れるようになった背景として
は、少なくとも台湾における言語・教育に関わる行政のレベル、社会環境のレベル、在台国際
結婚の成員という三つのレベルで、それぞれの変遷・変容について考える必要があると思われ
る。
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そこで本稿では、戦後台湾における国語教育という単一言語教育政策から多言語教育政策への
変遷、日台間の経済・文化交流における日本語需要の高まりとそれに伴う日台間人的往来の活
発化、日本と台湾相互のイメージの変容、さらに日台国際結婚家庭を形成する成員の特徴の変
化などをクロニクルに辿ることにより、台湾の現代社会における継承日本語への意識の高揚と、
社会がそれを受け入れるようになったプロセスについて考察してゆきたいと思う。
1.　 現代の日台国際結婚家庭における日本語継承活動
　台北日本語授業校 2) は、2000 年 10 月に設立し、現在の生徒児童数は約 90 名、幼児クラス、
小 1 ～小 6 クラス、中学クラスの計８クラスである。授業は、台北日本人学校あるいは台北市
内の私立高校を借用し、夏休みと冬休み期間中を除いて毎週土曜日の午前 10 時から 12 時まで
行われている。カリキュラムは、文部科学省提供による「補習授業校のための指導計画作成資
料」を参考として、小学クラスでは日本の小学校と同じ国語の教科書が使用され、原則として
すべて保護者が指導している。授業以外にも入学式、終業式、卒業式や成果発表会などの年間
行事、年に一度の保護者総会、保護者懇親会、機関誌や文集の発行などが行われている。カリ
キュラム作成、教案作成、教学、報告書作成などの実務も含めて運営はすべて保護者によるも
のである。日本語能力の向上に加えて、日本人としての基本的な生活習慣、 文化、日本に対する
認識の深まりを目標とし、国際児童同士、親同士の交流の場を提供する役割も果たしている 3) 。
このように 10 年以上にわたり継続的かつ組織的に運営されている授業校は、近隣のアジア諸
国においてあまり例を見ないと言われている。
　保護者主体による日本語授業校は、台北にとどまらず、台湾の各地域で広がりを見せており、
2011 年 6 月には、桃園、新竹、台中、嘉義、台南、高雄の各地域の授業校が集まり、台湾継
承日本語ネットワークを発足させている。
　台湾では戦後、国民党政権による日本語や日本文化の排除が徹底的に行われた時期があった
が、その後、経済・文化面での日台交流が盛んになり民主化への加速と日本語ブームを経て今
日に至っている。
　継承日本語教育が組織的に行われるようになった背景には、戦後からこれまでの言語政策と
日台間の経済・文化交流に伴う台湾社会の環境の変化があると考えられる。そこでまずこれら
の変遷についてみてゆくことにする。
　
2.  戦後台湾における言語政策の変遷
2.1 日本語排除 4) と国語教育の推進
　陳美如 (1998) は、戦後台湾の言語政策を以下の三期に分けている。
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　Ⅰ期：日本語を排除し、国語教育を推進する時期 (1945~1969)
　Ⅱ期：国家意識に従い、国語推進を貫徹させる時期（1970~1986)
　Ⅲ期：多言語多文化への開放期（1987 以降）
　戦後、国民党政府は日本（語）を排除し、国語教育を進めていった。1946 年 10 月に新聞・
雑誌における日本語欄が廃止される。さらに、1947 年の二二八事件 5) 以後、日本語使用禁止令
は徹底的に強化されることになる。学校での方言使用に対する罰則規定を始めとして、国民党
の一元的言語政策による国語教育は1987年の戒厳令解除のあたりまで徹底されることになる 6)。
　以下に、台湾における戦後の主な言語政策をクロニクルに概観する。
1946（年） 国民党政権の開始　
 北京方言に基づくマンダリンが「国語」として強要される。
1947 　2.28 事件発生
1949 　戒厳令の施行
1952  　日華平和条約調印
 省政府による本省各県市政府施政準則で、日本語、台湾語での教学を厳禁、言語
の不正確な教員は「国語」の補習を義務付けることを指示 7)。
1978 　蒋経國が総統に就任
1979 行政院「実務人材の養成に向けて外国語学習の強化」裁可
1987 　戒厳令の解除
1988  　李登輝が総統就任
 『認識台湾』（『台湾を知る』）教科書の使用開始
1990  「在野党県市連盟」により小中学校における郷土教育開始
 台北県烏来小学校でタイヤル語の授業開始
 台北市金華小学校の課外活動として閩南語教育開始。
1993 「国語教育の妨げにならない範囲で母語教育を小中学校の正式教学活動に取り入れ
ることを許可する」（教育部公報）
1996  普通高校（実験校）での第二外国語教育開始
1997 「国民小学郷土教学活動課程標準」（中学１年次における「認識台湾」「郷土芸術活動」
両科目の実施開始。
 中学３年生に対する第二外国語教育（日本語、ドイツ語、フランス語）の実施を
認める。
2000 　民進党陳水扁政権の発足
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2001 「國民中小学校九年一貫課程」開始。小学校に於ける
 「郷土言語」教育必修化。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（イタリック体は、主な政治関連事項を示す）
2.2 「本土化」としての母語教育と「国際化」への外国語教育
　1987 年の戒厳令解除、1988 年李登輝政権の誕生とともに、台湾の政治状況は変わり、日本
語解禁の方向に進む。2000 年 3 月に民進党の陳水扁が総統に就任したが、もともと民進党は
母語教育（郷土言語教育 8））に対して積極的であり、前政権からの母語教育（郷土言語教育）
が引き継がれることとなる。ここで注目したいのは、台湾における母語教育（郷土言語教育）
を進める一方で、国際化へ向けて外国語教育を推進したことである。
　菅野 (2009:233) には、2002 年に台北市出版の教科書に当時の台北市長、馬英九によって書
かれた序文が訳されており、ここに転引する。
　言語とは、思考を表現し、人と人とをつなぐ道具であるだけでなく、歴史と文化を載せた
構造体であることから、母語の学習は族群の歴史と文化を伝承・継承させるだけでなく、さ
らには族群間の理解と協調にとってより有益に働くものである。この点に鑑み、当市の言語
教育政策は「一つの主軸：国語の推進。二つの機軸：母語の尊重と外国語の重視」を方向性
とし、この順序に従って積極的に推進している。国語は 13 億の華人の共通言語であり、も
とより推進されなければならないが、しかし、郷土言語も族群の相互交流や協調にとって有
効な利器であり、このことは理解されるべきである。この他にも、外国語能力を高め、世界
の各主要な文化との接合を通じて、文化の伝承・継承と国際化・本土化といった多様な需要
に配慮しつつ進められることをわれわれは期待する。
　つまり、母語教育（郷土言語教育）により一つの台湾へ向かわせる一方で、国際化に向けて
外国語教育も重視するという趣旨である。後述するように、外国語教育の推進は、すなわち第
二外国語として現地で最も人気の高い日本語の普及につながることになる。
　
3.　社会的環境の変容
　言語政策の施行や転換は、当然台湾の経済や文化の方向性と密接にかかわっている。ここで
は、日台間の経済・文化交流を中心に戦後台湾における社会環境の変遷を見てゆく。
3.1 日台経済交流と日本語教育
　前述したように、1947 年の二二八事件以後、日本語排除が徹底的に行われ 9)、日本語を理解
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しない若者が増えていった。しかし、1952 年の日華平和条約締結後は、日台間の政治・経済・
文化にわたり交流が盛んとなり、補習班（塾）での日本語教育が許可されるようになり、補習
班の数は年々増加し、大学や専科学校での選択科目としての日本語履修者も増えていった（岡
本・小島 :1996)。
　1963 年 中国文化学院（現在の中国文化大学）東方語文学系に日文組が設立され 10)、戦後初
めて高等教育機関における日本語教育が開始された 11)。隅谷他 (1992) には、「それまで米糖輸
出と輸入代替工業化が主流だった台湾経済は 1960 年の投資奨励条例の施行により、1964 年以
降輸出指向工業化と対外貿易発展を進める方向に移行している」と記されている 12)。当時の中
国文化学院の学長は、国民党中央東部秘書長（幹事長）、教育部長（文部科学大臣 ) 等要職を
歴任した張其昀であり、今後拡大が予想される対日貿易に向けて日本研究ならびに日本語人材
の育成を視野に入れていたことが想像される。1972 年 9 月、日中国交回復による台湾との国
交断絶後、一旦反日感情は高まり、日本製品の不買運動が全国各地で起こり、日本語不使用の
気運が高まった 13)。しかし、1980 年代に入ると、台湾は経済高度成長期を迎え、日本との経済・
貿易交流はますます盛んになった。そして日系企業の台湾進出が増えるに連れて、日本語の重
要性が高まることになる。図 1 は、日台貿易における輸出と輸入の推移である。1975 年以降、
輸出入ともに増加している。
図 1)  日台貿易：輸出と輸入の推移　
出所）1955-1990 は隅谷他 (1992)、2000-2011 は公益財団法人交流協会 http://www.koryu.
or.jp 台湾側「財政部統計処」統計より筆者作成
　図 2 は、日本の対台湾投資の推移を示している。1985 年以降、日本の対台湾投資額が急激
に増えていることがわかる。
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図 2)  日本の対台湾投資  （「経済部投審会」統計、数字は認可ベース）
　出所）公益財団法人交流協会 http://www.koryu.or.jp
　このような背景の下、1980 年に国立として初めて台中商業専科学校（＝現在の台中科技大学）
に応用外語科日文組が設置された 14)。大学ではなく専科学校に日文組が設置されたことから、
日本や日本語を学術研究の対象としてではなく、日台間の経済・貿易交流に必要な人材を求め
る目的であったことがわかる。
　1987 年の戒厳令解除、李登輝政権の誕生以降、単一の国語教育中心から多言語文化主義へ
の移行が加速化していった。
　政府による外国語教育の奨励は、すなわち日本語の普及につながることになる。1996 年以降、
専科学校や技術学院の大学昇格に伴い、応用日本語科の設立が相次いだ。
　現地の高校では、1995 年より第二外国語の選択科目として、ドイツ語、フランス語、スペ
イン語に日本語が加わり、1999 年から「高等学校における第二外国語推進五カ年計画」（「高
中第二外国語教育推進計画」）が実施された。日本語の人気は群を抜き、第二外国語履修希望
者の 7 割以上を占めた。補習班での日本語学習者も増加し、1993 年の調査で 58,284 人であっ
た日本語学習者数は増加の一途を辿り、2001 年には 192,645 人に上り、韓国、オーストラリア、
中国に次いで世界で 4 番目に多くの日本語学習者を抱えることになる 15)。日本語学習者の人
口が増えるということは、現地における日本（語）関係者のプレゼンスが高まることにもつな
がる。
　以下に、日本語教育関連の出来事を並べてみる。
1947（年）教育、メディアにおける日本語並びに方言使用の禁止
1952 省政府、42 年度本省各県市政府施政準則により、日本語、台湾語での教学を厳禁、
言語の不正確な教員は「国語」の補習を義務付けることを指示 16)。
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1963  中国文化学院（現在の中国文化大学）東方語文学系に日文組設立
1968 國防語文學校に日文班開設
1979 行政院「実務人材の養成に向けて外国語学習の強化」裁可
1980  國立台中商業専科學校應用外語科に日文組を設置
1982  公務員日本語訓練班開講
1983  公務員「日本語人材訓練班」開講
1993  「国語教育の妨げにならない範囲で母語教育を小中学校の正式教学活動に取り入れ
ることを許可する」（教育部公報）
1996  専科学校、技術学院の大学昇格に伴う応用日本語科の設立
2000　 高等教育機関における日本語学科の増設
 財団法人（現在は公益財団法人）交流協会 17) 台北事務所日本語センター開設
3.2 日台間人的往来の活発化
　1960 年代から日台貿易が盛んになるとともに、日本と台湾の人的交流も活発化することに
なる。1987 年の戒厳令解除後は急激に日本と台湾の人的往来が増えている（図 3 参照）。
図 3)  日台間の人的往来
出所）公益財団法人交流協会（2000 年までは「台湾総覧」、2001 年以降は「日本政府観光局
（JNTO）」及び交通部観光局の統計を参考に作成）
図 4 から、台湾に在住する日本籍配偶者の数も増加の一途を辿っていることがわかる。
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図 4） 在台日本籍配偶者人数の推移
　出所）台湾内政部入出國及移民署全球資訊網
　　　　（http://www.immigration.gov.tw/np.asp?ctNode=29698&mp=1）より筆者作成
3.3 日台間の相互イメージの変化
　1976 年に制定された「広播電視法」（放送テレビ法）ではテレビの方言番組は一日一時間と
いう取り決めが遵守され、言語の一元化を加速させた ( 菅野 :2009)18)。
しかし、1988 年に放送テレビ法第 20 条の規定は削除され、新しい条文に「国内放送の放送原
語は本国の言語を主とする」こと、並びに「少数民族の言語」或いは「他の少数エスニック・
グループの言語」による放送の機会を保障し、「特定の言語に対する制限を設けない」ことが
盛り込まれた。また、1988 年の通信衛星受信用アンテナの取付認可を契機に急速に有線テレ
ビが浸透した 19)。
　蔡 (2003b) は、「マスコミに日本のテレビ番組が登場したのは 1991 年で中華テレビによる「シ
ルク・ロード」を皮切りにして、1993 年 7 月に有線電視法が成立したことにより有線テレビ
局およびその配給業者が合法化された。翌年 1994 年中国テレビによる NHK 連続ドラマ「お
しん」がセンセーションを巻き起こし、以後日本の連続ドラマとアニメが堰を切ったように導
入され続けた」と述べている。このようなサブカルチャーの流入は、日本語学習者の増加につ
ながる。現地の高校では、第二外国語推進計画と相まって日本語学習者が急増した。学習動機
は、「日本への観光」「日本語への興味」「漫画やアニメの理解」などが挙げられている。高等
教育機関においても日本語学習者が増加した。1997 年には、日本のメディアや消費文化を熱
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狂的に好む若者たちを称して“哈日族”（日本オタク族）ということばも生まれている。この
ような日本語ブームが去った後も、日本語はテレビコマーシャル等にも使われるなど、台湾の
人々の生活の中で自然に見聞きされるようになった 20)。2001 年から始まった英語教育重視と
大学での多元化入試制度などの導入により、中等教育機関における第二外国語教育は一時の盛
り上がりこそ見せなくなったが、若者の生活における日本語のイメージはすでに定着すること
となった。
　日本語に関わるマス・メディア関連の事項は以下の通りである。
1947（年） 教育、メディアにおける日本語並びに方言使用の禁止
1976 　 「広播電視法」( 放送テレビ法 ) の施行
1981 　   教育ラジオ「日本語講座」開講
1986　   テレビによる日本語講座開講
1988　   報道の自由化
 「広播電視法」の改正（日本のテレビ放送禁止の解除）
　一方、日本人の台湾に対するイメージにも変化が見られるようになった。金戸 (2009) によ
ると、「1990 年代に入ると、日本国内では、それまで向いていた欧米から、経済的に急成長を
遂げ、日本との関係が強まったアジア地域への関心が高まり、大学等で第二外国語として中国
語を選択する人が増えるようになった。年間 100 万人以上の日本人が台湾を観光で訪れるよう
になり、日本のメディアの描く「アジア」のイメージも「共感するアジア、楽しませてくれる
アジア」へと変化し、日本人のアジアや台湾に対するイメージも徐々に変化し、アジア地域で
就労する日本人も増えた」と述べている（図 5 参照）。
　日本の報道機関も長年、産経新聞 1 社のみが支局を開設していたが、2000 年の総統選挙等
に対し台湾に関する政治的・経済的関心が高まり、各社とも台北支局開設に関し中国大陸当局
との調整が整ったことから、1998 年以降日本の報道機関の支局開設ラッシュとなった 21)。
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図 5)  在留邦人数の推移 22)          
　出所）「台湾総覧」より公益財団法人交流協会まとめに基づき筆者作成
4. 継承意識の変化と社会の受け入れ（まとめ）
　これまで、戦後の言語政策の一環としての日本語教育の充実、日台経済・文化交流の隆盛に
よる日台の人的往来の増加や日台間の相互イメージの変化についてクロニクルに辿ってきた。
言語政策により日本語教育が推進されることにより、日本語の需要が高まる。また、日台の経
済・文化交流により街に日本製品や日本語が溢れ、日本や日本人がそれまでより好意的に受け
入れられるようになる。日本人の台湾に対するプラス・イメージも、在台日本人配偶者数の増
加につながっていった。こういった一連の台湾における言語政策と社会環境の変容により、今
日の継承日本語を受け入れる土壌が整ってきたと言えよう。
　また、日本語継承意識の高まりには、かつての日本統治時代の国際結婚家庭と異なる現代の
日台国際結婚家庭の成員の特徴も挙げられるであろう。日本統治時代の国際結婚家庭は、日本
に留学していた台湾人と日本人の女性というパターンが多く、家庭内での使用言語は日本語が
多かったが 23)、近年、欧米などで日本人と台湾人が出会うケースや、ビジネスや語学留学で
台湾を訪れた日本人が、現地に住む台湾人と結婚するケースが見られるようになった。その場
合、家庭内での会話は、英語や中国語で行われることが多く、子供は必然的に日本語に接する
機会が少なくなる。また、経済的に自立した高学歴日本人配偶者の場合、将来日本に帰国する
可能性もあり 24)、子供に日本語を習わせようという動機にもつながる 25）。
おわりに
　これまで、戦前に日本語が強要され、戦後は日本語排除への施策が行われた台湾において継
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承日本語の動きとそれを受け入れる現代の環境に至った背景について、戦後の行政、社会環境、
国際結婚家庭の成員という 3 つのレベルに分けてその変遷をたどってきた。
　その他に、日台国際結婚家庭に関わる看過できない事柄として、「国籍法」による処遇の問
題がある。これまでは、日台双方で試行している「国籍唯一の原則」と台湾側が採用している「父
系血統主義」により、台湾人の配偶者という名義の居留資格は、配偶者の死亡、行方不明、離
婚などが生じた際に失われ、在留期間の更新ができず、引き続き台湾に滞在することが不可能
であった。この処遇の問題は、日台国際結婚家庭の将来にとって不安材料となっていたが 26)、
2000 年に新「国籍法」が公布され、単一父系主義から父母双系の採用が実現し、原国籍喪失
証明書の提出ができない場合、台湾に帰化できるようになり、永住居留権制度も新設された。
この法的処置の改善により、日台国際結婚家庭は今後家族の居住に日本と台湾のいずれかを選
べるという選択肢ができたことになる 27)。
　台湾では、「新台湾の子」と呼ばれる東南アジア・中国大陸出身の新移民を片親に持つ子女
が近年増加し、比率から見ると日本人を片親に持つ子供は少数派となる 28)。菅野 (2009) によ
ると、「新台湾の子」をめぐる状況を受けて割合の高い高雄市旗津区では、課外時間にインド
ネシア語、ベトナム語、タイ語等を母語教育として教えるようになったという。今後ますます
多言語多文化の形相を呈していくであろう台湾社会における平和的な共生を願って、今後の動
向を見つめてゆきたいと思っている。本稿において、国際結婚家庭へのインタビューを一部紹
介したが、今後は、これらの聞き取りを充実させ、ミクロの考察を行なうつもりである。
＊本稿は、平成 23 年度～平成 25 年度科学研究費補助金「＜紐帯としての日本語＞日本人社会、
日系コミュニティ、「日本語人」生活言語誌研究」（研究代表：野本京子）による研究成果の一
部である。
注
1） 花井 (2009) は、韓国統計庁「韓国出入国管理局『長・短期滞留外国人国政及び滞資格別現況』から、
韓国に滞在する日本人配偶者数が 2001 年 5,811 名、2004 年 7,560 名と増加していると述べている。台
湾に在住する日本籍配偶者数は、韓国の 3 分の 1 程度である。
2） 台北日本語授業校の紹介内容は台北日本語授業校サイト www.tjss.org.tw による（2012 年 10 月）。
3） 筆者のインタビューに応じた日本人の母親は、授業校の存在を知ったことで、「自分の家族だけが特別
ではないことを知り安心した」と述べている。
4） 「排除」という言葉は、陳美如 (1998:60) にある“去除”の松永 (2006:215) による日本語訳を借用したも
のである。
5） 松永 (2006) は、「新聞の日本語欄廃止が決定された後、各地に反対運動が起こったが、こうした議論が
すべて無視される形で日本語が廃止されたことが、二二八事件の潜在原因の一つになったと考えられる」
と述べている。
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6） 台湾人国家公務員の父親、日本人の母親を持つ 1964 年生まれの女性は、子供のころ暮らした官舎では
日本語を使うといじめられることから、一切日本語を使わなかったと述べている。
7） 松永 (2006:225) による張博宇編『台湾地区国語運動資料』の翻訳を転引。
8） 「母語」や「本土言語」ではなく、「郷土言語」の語が用いられることになった政治的意図については、
菅野 (2009)、林 (2009) 等を参照されたい。本稿の主旨とは直接関係がないため、本稿ではいささか乱
暴だが、母語教育（郷土言語教育）と記述する。しかし、実際には、客家人を母親に持つ児童が、母語
とは異なる客家語の方言を習ったり、外省人を親に持つ児童が閩南語クラスで学ぶなど一様ではない。
9） 蔡 (2003:11-12) では、大学では日本語の使用はまだ許されており、1949 年度の『台湾大学簡介』には、
中国語と並んで日本語が選択科目とされ、特に理工・農学部等では 1948 年 12 月まで、日本人教員が日
本語で講義を行っていたと記されている。
10） 東方語文學系は、当初、日本語、韓国語、アラビア語の 3 言語が予定されていたが、その後、アラビア
語がロシア語に変更された。
11） 日文組設立に先立ち、日本研究所が設立され、その後 1968 年に大学院修士課程に変更された。
12） 隈谷他 (1992) は、戦後の台湾経済を歴史的発展の観点から、経済体制の再編と混乱の再編期 (1945-1952)、
米糖輸出と輸入代替工業化の復興期 (1953-1963)、輸出指向工業化と対外貿易の発展期 (1964 以降 ) の３
期に分けている。
13） 蔡 (2003:29) による。
14） 大学ではなく、実学を目的とする専科学校において、しかも日本語科とせずに応用外語科と称したこと
について、蔡（2003:33) は、政府当局の「日本」敬遠が窺えると述べている。
15） 公益財団法人交流協会の日本語教育事情調査の結果による。1993 年の調査とそれ以降の調査では調査
方法が異なり正確に比較はできないが、おおよその傾向を掴むことができる。
16） 松永 (2006:225) による張博宇編『台湾地区国語運動資料』の翻訳を転引。
17） 日台間の実務関係を維持するために認定された組織である。
18） 菅野 (2009) は、戦後の言語政策を 3 期（「国語」の普及と「方言」の抑圧（1945-1986）、「本土化」の進
展と母語教育の開始（1987-1995）、母語教育から郷土言語教育へ（1996-2001））に分けている。
19） 1980 年代後半に 30 代で台中市に嫁いだ日本人女性は、「日本人の嫁をもらうとその家の格が上がると
言われ、日本人に対するあこがれがあるように感じられた。しかし、テレビドラマで日本の兵隊が民衆
にたたかれるようなシーンがあると、視聴率が上がるなど、日本人に対する愛憎は表裏一体のようであ
り、子供に日本語を教えることには遠慮があった」と述べている。
20） 若生・神田 (2005) では、現地で放映されていたマツダ自動車のコマーシャル（自転車に乗った台湾の
男子学生が女子学生とすれ違いざまに日本語で「お元気ですか？」と声をかけるシーン）が紹介されて
いる。
21） 公益財団法人交流協会 (2000:12)『台湾の経済事情』による。
22） 日本人の台湾への渡航には 90 日間の査証免除、台湾人の日本への渡航には、90 日以内の短期滞在を目
的として日本に入国することを希望する台湾の居住者（但し台湾護照に身分証明番号の記載がある者）
に対し査証免除措置がとられている。
23） 1998 年頃財団法人交流協会の主催により台北市近郊の主要大学の日本人教員を集めて懇親会が開かれ
たことがあった。その際に、「このような形で日本人だけを集めることは、日本人コミュニティへの同
化を意識させ、結果として台湾の社会や生活に溶け込むことを妨げることになりかねない」という懸念
の声が参加者から上がったことがある。
24） 金戸 (2007:8) は、「1980 年代から 1990 年代初期にかけて、日本人女性と台湾人男性が欧米などの第三
国で知り合うケースが多かった。日本人の海外留学で欧米が大半を占め、都市部出身の中間層の高学歴
日本人女性を中心に、英語圏への OL 留学が盛んに行われた時期とも重なる」と述べている。内政部入
出国及移民署の資料によると、台湾では 1960 年以降米国留学者が増え続け 1993 年には 37,580 人とピー
クに達している。
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25） 子供を授業校に通わせる理由として、「将来、何らかの理由で日本に帰国する可能性もあるので、帰っ
た時に生活できるように日本語能力を高めるために通わせている」という声も聞かれた。
26） 居留問題による国際結婚家庭の葛藤については、及川 (1997)、本間 (1999) 等を参照されたい。
27） 日台間の国際結婚に対する法的処遇の相違や経緯については呉 (2005) に詳しい。
28） 内政部 http://www.immigration.gov.tw/ct.asp?xItem=1200798&ctNode=29699&mp=1 によると、2013 年 3
月現在、台湾在住の国籍別配偶者数は、中国大陸 308,875 人、香港澳門 12,863 人、ベトナム 87,918 人、
インドネシア 27,755 人、 タイ 8,447 人 , フィリピン 7,543 人、カンボジア 4,282 人に次いで日本が 3,966
人である。
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From rejection to acceptance of Japanese
- in relationship with language policy in post-war Taiwan, socio-
environmental changes and trends of Japanese succession
TANIGUCHI Ryuko
In recent years, there is a growing trend in families of international marriages in Japan 
and Taiwan to pass Japanese down to their children. In February 2013, the Taipei Japanese 
Supplementary School was recognized as a support school of the Japanese Government, and 
before that, in 2011, the Taiwan Succession Japanese Network was established. It is a well-
known fact that the use of Japanese was forced on Taiwan before the war. After the war, in order 
to eradicate any link to the Japanese colonial era, the use of Japanese was banned and people 
hesitated to speak Japanese. Now, people are no longer shy to use it and even try to succeed 
the language, and schools and networks are also officially recognized. In the background of 
such a change are social environment and changes in the awareness of families of international 
marriages, but we must also not forget the implementation of a dual-system language policy of 
Mother Tongue Language education and foreign language education.
This paper aims to provide an overview of changes in the social environment, the structure 
of families in international marriages, changes in awareness of succession, and transitions in 
the language policy in post-war Taiwan, and clarify the characteristics and issues related to the 
succession of Japanese in Taiwan.
